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地域脱炭素ロードマップ（抜粋）
４．基盤的施策

４－１．地域の実施体制構築と国の積極支援のメカニズム構築（地域と国が一体で取り組む地

域の脱炭素イノベーション）

（３）国の地方支分部局の連携協力の強化

国の積極支援に当たっては、地域の実施体制に近い地方支分部局（地方農政局、森林管理

局、経済産業局、地方整備局、北海道開発局、地方運輸局、管区等気象台、地方環境事務

所等）が、地方環境事務所を中心に、各ブロックにて創意工夫しつつ以下のように水平連携し、各

地域の強み・課題・ニーズを丁寧に吸い上げ、機動的に支援を実施していく。

 本ロードマップに盛り込まれた地域に期待される取組の内容や、支援ツールと支援実績の実例

等の情報を共有し、地域への情報発信や働きかけを共同で実施する。

 住宅・建築物、自動車、地域産業など、複数の主体・分野が関わる複合的な取組に対して、

各省・地方支分部局の所管する連携枠組みや支援ツールを組み合わせて支援する。

 ３．の脱炭素先行地域づくりに当たって、各地方支分部局が積極的に地方自治体や地域企

業、地域金融機関等に働きかけるとともに、各地方自治体が身近に相談できる窓口体制を地

方環境事務所が中心となって確保する。あわせて、各地方支分部局による関係施策の実施の

中で先行地域づくりと結びつくことが期待できる案件の情報を共有し積極的に取り扱うなど、連

携して案件形成に努める。

 必要に応じて、地域エネルギー・温暖化対策推進会議等の既存のつながりを活用する。
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 チーム内における情報共有・照会・意見交換

 自治体・金融機関・中核企業等への支援の
あり方検討（各地方支分部局の支援ツール
（補助金等）や枠組みの共有・組み合わせ
等）

 連携した案件形成（先行地域や重点対策の
期待ができる案件の情報共有や支援の検討
等） など

きんき脱炭素チームの活動例

 自治体が身近に相談できる相談窓口体制の
確立

 各地方支分部局の枠組みや支援ツールの
情報発信

 自治体・金融機関・中核企業等の
取組やノウハウ・課題を情報交換できる場の設計

 自治体・金融機関・中核企業等への共同での
働きかけ・マッチング など

チーム内

きんき脱炭素チーム きんき脱炭素チーム

チーム外

（近畿独自）
TEAMちほめん（財務局）、奈良ダイアログ・京縁BASE（金融庁）、
関西スマートエネルギーイニシアチブ（経産局）、近畿エネ温会議
（経産局、環境事務所）、地方創生萬相談窓口（整備局）など
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脱炭素先行地域づくりに向けた「相談窓口」（案）

【概要】
 自治体からの脱炭素先行地域づくりに向けた相談
を近畿地方環境事務所が受け、
必要に応じて、きんき脱炭素チーム構成員に照会、
横断的な支援が可能か検討する。

 近畿地方環境事務所
- 相談窓口、他の構成員への照会、回答の取り
まとめ等

 各構成員
- 活用の可能性のある支援ツール等の回答、
本省庁との連携等

窓口体制の公表（11月中めど）

近
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198市町村
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地
方
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分
部
局
の
本
省
庁

きんき脱炭素チーム

近畿地方
環境事務所

近畿財務局、近畿農政局、

近畿中国森林管理局、

近畿経済産業局、

近畿地方整備局、近畿運輸局、

神戸運輸監理部、

大阪管区気象台

必要に応じて実施実施

相談 照会

回答

確認

回答 回答

【基本的な流れ】

回答取りまとめ

【想定される相談例】
 公共施設のZEBについて、事例や支援策等
の情報が欲しい

 営農型太陽光を検討しており、国の支援策
について勉強会を開催してほしい など

※ 自治体から近畿地方環境事務所以外の
構成員への相談を妨げるものではない。
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（参考）地域脱炭素の取組に対する関係省庁の主な支援ツール・枠組み

関係省庁 支援ツール・枠組み（名称）

環境省

地方公共団体実行計画（地方公共団体実行計画策定・管理等支援システム
[LAPSS(ラップス)]）、再生可能エネルギー情報提供システム[REPOS(リーポス)]、環境ア
セスメントデータベース[EADAS(イーダス)]、地域経済循環分析、環境省ローカルSDGｓ-
地域循環共生圏づくりプラットフォーム-、地域エネルギー・温暖化対策推進会議、気候変動
適応情報プラットフォーム

総務省 分散型エネルギーインフラプロジェクト、ローカル10,000プロジェクト、地域力創造アドバイザー

内閣府
SDGs未来都市、地方創生推進交付金、地方創生テレワーク交付金、企業版ふるさと納税、
地方創生人材支援制度、地方創生SDGs官民連携プラットフォーム、PPP/PFI地域プラット
フォーム、スマートシティ官民連携プラットフォーム

農林水産省
バイオマス産業都市、農山漁村再エネ法基本計画、畜産バイオマス地産地消対策事業、地
域資源活用展開支援事業、脱炭素型フードサプライチェーン可視化（見える化）推進事業

経済産業省
ミラサポplus、省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業、地域エネルギー・温暖化対
策推進会議（再掲）、なっとく！再生可能エネルギー

国土交通省
コンパクトシティ形成支援チーム、ウォーカブル推進制度、地域公共交通確保維持改善事業、
グリーンインフラ官民連携プラットフォーム、国土交通省スマートシティモデルプロジェクト、観光
地域づくり法人(DMO)

文部科学省
地域の脱炭素化のための基盤的研究開発、カーボンニュートラル達成に貢献する大学等コア
リション、エコスクール・プラス


